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1 はじめに 
わが国での建設を想定した ILC施設の設計・建設に関し，

2004 年以来の長期間にわたり，土木学会による技術支援が

継続されてきた。その主な活動は，RDR と TDR の技術検

討に併行して実施された 2 段階の調査研究である。本報告

は，後者の成果として 2014 年 3 月に最終報告が行なわれた

「ILC 施設の土木工事に関するガイドライン」の策定につい

て，その背景と概要を紹介するものである。 

2 ガイドライン策定の経緯 
2.1 土木学会と ILC 

土木学会は，2004 年 3 月に高エネルギー加速器研究機構

（当時，戸塚洋二機構長）からの付託を受け，岩盤力学委員

会とトンネル工学委員会のもとに「リニアコライȀー土木

技術研究小委員会」を設置し，ILC 計画の実現と日本への

誘致に向けた技術支援を開始した。                

この土木学会への委託研究の背景として，従来の加速器

トンネルが比較的浅い深度での開削工法によるコンクリー

ト構造物を主とするのに対し，ILC の加速器施設は地表か

ら数 100m の大深度での岩盤掘削で構築される特殊性があ

る。すなわち，日本のサイトで想定されている山岳トンネ

ル工法は，必要な断面形状と寸法で岩盤をくり抜き，残さ

れた周辺地山（掘削の対象となる自然のままの地盤や岩盤）

を構造体として利用する工法である。これには極めて専門

性の高い特殊な土木技術を要することから，土木学会に全

面的な技術支援を求めるに至ったのが主な経緯である。 

その第 1 次調査研究の成果として，2009 年に下記の 2 つ

の報告書がまとめられ提出されている。 

①（日本における）長大衝突型加速器計画の建設サイト

に関する調査研究報告書 

② 加速器建設の土木技術に関する調査研究報告書 

その後，2011 年に「国際リニアコライȀー(ILC)の土木技

術に関する示方書策定小委員会」が組織され，第 2 次調査

研究が開始された。その主たる目的は，ILC 施設の準備段

階における計画業務から設計・施工および維持管理までを

包含する総合的な技術指針（ガイドライン）の策定である。               

 

表 1 本委員会の部会構成 

部会名 担当業務 

企画運営部会 委員会の企画運営全般 

計画調査部会 施設全体の計画・調査に関する技術指針 

大空洞部会 
実験ホールやアクセスホールなどの空洞

の設計・施工技術指針 

水平坑部会 トンネル構造物の設計・施工技術指針 

特殊坑部会 
斜坑（トンネル），立坑，並びに会合部・

接続部など特殊部の設計・施工技術指針 

防災部会 防災，安全に関する設計・施工技術指針 

2.2 委員会の構成 

 本委員会は，企画運営部会と 5 つの技術専門部会で編成

され，専門委員には大学や研究機関の研究者のほか，設計

コンサルǿントや施工会社の実務技術者を含む，50 名を超

えるエキスパートによって構成された（表１）。 

3 報告書の概要 
本ガイドラインは，各専門部会や委員会で検討された草

案をたたき台にして，土木学会員や加速器関係者の参加に

よる討論会やコロキュウムを通じて広く意見を聴取し，委

員会としての最終報告書に取りまとめられた。以下，本ガ

イドラインの構成と概要を記す。 

3.1 計画および調査 

3.1.1 ILC施設の基本計画 

本ガイドラインには，主要な実験施設が設置される加速

器トンネルや実験ホールなどの地下構造物の設計や施工を

合理的に進めるために必要な計画および調査に関する指針

が示されている。特に，施設全体の平面形状や縦断線形，

各施設の所要断面や概略仕様を整理した上で，計画段階で

踏まえるべき技術検討課題を 3 つの基本方針にまとめてい

る。 

① 施設配置計画にあたっては，ビームトンネルや実験ホー

ルの他，アクセス用および設備用の補助施設も含めた

施設群全体のレイアウトを合理的に検討し，建設や供

用開始後の課題や懸念がないように決定する。 
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② トンネルや地下空洞の調査・計画に際しての基本とし

て，建設開始後に大幅な工程の遅れが生じる事態（破

砕帯による地山崩落，大量湧水，その他建設上の大き

な支障）に遭遇しないように綿密な計画立案を行う。 

③ 施設全般にわたり，防災やエネルギー供給システムな

どの基幹施設について，供用開始後の長期間にわたる

維持管理や経費（LSC）についても慎重に考慮して計

画する。 

3.1.2 地震影響に関する施設設計の考え方 

また，本ガイドラインには，地震大国である日本の山岳

サイトでの建設に鑑み，ILC 実験施設の中核をなす地下構

造物に要求される耐震性能について，その計画理念と設計

指針が具体的に提案されている。 

土木学会は，1995 年に発生した阪神・淡路大震災を受け

て「耐震技術等基本問題検討会議」を設置し，土木構造物

の耐震基準に関する提言[1]を公表している（表 2, 3）。 

その中で，土木構造物の耐震性の照査にあたって 3 段階の

地震動レベルを設定しているが，ILC 施設においては構造

物の重要性と特殊性に鑑み，以下の 2 種類の地震動レベル

を適用した耐震性能を提案している（表 4）。 

① レベル 1(L1)地震動：従来の耐震設計でも想定されて

いた地震外力にあたり，構造物の使用期間中に数回発

生すると考えられる強さの地震を示す。 

② レベル 2(L2)地震動：近傍で発生する大規模なプレー

ト境界地震（東北地方太平洋沖地震など）に加えて，

兵庫県南部地震時における内陸直下型地震による地震

動も対象とした発生確率の極めて低い地震動を示す。 

 

表 2 山岳トンネルの耐震性能[2] 

耐震性能 定義 備考 

性能レベル

Ⅰ 

地震後にも補修せ

ずに機能を維持

し，かつ過大な変

形を生じない 

地震後の構造物の損

傷が十分に小さい範囲

に留まり，大きな変位

を生じない 

性能レベル

Ⅱ 

地震後に補修を必

要とするが早期に

機能が回復できる

補修に困難が伴う構造

物の残留変形や部材

の損傷が許容限度内

に収まる 

性能レベル

Ⅲ 

地震によって構造

物全体系が崩壊し

ない 

修復不可能となったと

しても，土圧などに

よって崩壊しない

 

表 3 山岳トンネルの具現すべき耐震性能[2] 
地震動 具現すべき耐震性能

L1 地震動 性能レベルⅠ 
L2 地震動 性能レベルⅡ 

 

 

表 4 ILC 施設が具備すべき耐震性能（提案） 
対象 地震動 性能レベル 適用範囲

加速器 
トンネル

L1 
地震動

性能レベル I： 

無補修での 

機能保持 

加速器トンネル 

-メインライナック 

-ダンピングリング 

補助施設 

-アクセストンネル 

-アクセスホール

L2  

地震動

性能レベルⅡ： 
早期に機能回復 

実験 

ホール 

L1 

地震動

性能レベル I： 

無補修での 

機能保持 

実験ホール空洞 

補助施設 

-アクセストンネル 

-補助トンネル 

-補助空洞

L2  

地震動

性能レベルⅡ： 

早期に機能回復 

これまでの土木学会による研究成果と知見を基に，本ガ

イドラインでは，ILC 施設の地下構造物に要求される耐震

性能について，表 4 に示すとおり具体的な提案をおこなっ

ている。ここでは，ILC 施設が一般施設と異なり，機器設

置やメンテナンス作業に多数の人が長時間従事することや，

供用開始後も関係者が随時アクセスすることなどに着目し，

地震時における安全性の確保を最重要課題と位置付け，一

般施設よりも高い耐震性能の確保を求めている。 

3.1.3 ILC施設の概要調査計画事例 

本ガイドラインでは，トンネルや地下空洞などの地下構

造物の計画にあたって必要となる地山条件の調査に関して，

①計画・調査段階，②設計段階，③施工段階，④維持管理

段階の各段階で実施すべき調査事項を示し，参考事例も引

用しながら調査目的や調査内容などについて解説している。 

また，検討段階で想定されていた国内の 2 つの候補サイ

トの地形・地質条件についても，第三者的立場からその特

性などについて検討され，さらに，今後の本格的な地質調

査に資するため，トンネルや地下空洞の調査項目に関する

調査計画の基本的なあり方として，一般的調査と ILC 施設

独自の調査（地殻変動，常時微動など）に区分して考えて

いる。 

3.1.4 ILC施設の設計・施工のための調査 

ILC で想定されているサイトの地質は，全般的には良好

な花崗岩と見なされるが，局所的には断層破砕帯や風化に

よる脆弱層あるいは大量湧水帯の出現などの可能性もある。

これらは，トンネルの設計・施工上の大きな課題となると

同時に，施設の維持管理コストにも直接影響することから，

調査計画について以下のような留意事項がある。 

① サイト全般の地質構造，分布および性状の把握。 

② 地山分類を行うために必要な基礎資料の入手。 

③ 坑口部の地形，地質条件に関する基礎資料の入手。 

④ 掘削工法や補助工法の選定のための基礎資料の入手。

⑤ 特殊地山の分布把握や対策のための基礎資料の入手。 
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いる。我が国

した実験施設

いが，ガイド

の必要性を示

である静的震

③動的解析法

ルが設置され

した上で，よ

る。 

 

岩盤による比較[3

岩と

速度

の加

者が出

どの

法な

の法

の建

ライ

して

震度法

など

る岩

り合

3.2.

 次

のP

する

 2

上に

空洞

排除

盤変

るた

あら

定器

 IL

レー

程度

性的

て発

の段

と考

3.2.

 岩

なけ

に設

や交

から

イド

（QD

示し

3.2.

 精

に保

適切

3] 

4 測定器の移
次に，実験ホール

Push-Pull方式

る予測および対

つの測定器は

に設置されるが

洞周辺の岩盤に

除する必要が出

変形は避けられ

ために，弾性変形

らかじめ把握し

器の移動に伴う

LD と SiD の 2

ーションの結果

度に収まり，こ

的な範囲に留ま

発生するクリー

段階では岩盤調

考えられる。 

5 振動の影響
岩盤変位と同様

ければならない

設置される機器

交通，工場など

らの地震・常時

ドラインでは，

D0）部を例示

している。 

6 空洞内の環
精密な実験装置

保持すると共に

切な室内環境の

図 5: 中央部に

移動と岩盤変位
ルに設置される

 での移動に伴

対応策について

は，図 4 に示す

が，この測定器

に生じる変形が

出てくる。ガイ

れないとしても

形量やクリープ

しておく必要が

う弾性変形解析

2 つの測定器の

果，最大変位量

この岩盤変位は

まると想定され

ープ変形量も微

調査結果に基づ

  

響 

様に，振動によ

い。主な振動源

器自体が発する

どから発せられ

時微動などの影

振動をもっと

して，振動対策

環境     
置を設置するた

に新鮮空気の導

の維持が求めら

 

 
における測定器移

 

位 

る2つの測定器

伴って発生する

て考えよう。 

すコンクリート

器の移動に伴っ

がビーム制御に

イドラインでは

も，実験への影

プ変形の性状な

があるとしてい

析の事例を紹介

の移動に伴う岩

量は，図 5 に示

は堅固な花崗岩

れている。また

微小と見られる

づいたより詳細

よるビームへの

源としては，実

る機械振動，地

れる社会的振動

影響が懸念され

とも嫌う最終収

策に関する工学

      
ため，温度や湿

導入を図るなど

られる。また，

移動に伴う岩盤
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器（ILDとSiD）

る岩盤変位に関

ト製のパレット

って実験ホール

に及ぼす影響を

は，極微細な岩

影響を極力避け

などについて，

いる。そして測

介している。

岩盤変位シミュ

示す通り 0.1mm

岩においては弾

た，長時間を経

るが，詳細設計

細な解析が必要

の影響も排除し

実験ホール近傍

地上部の生活圏

動および自然界

れている。本ガ

収束マグネッ

学的な考え方を

     

湿度を一定範囲

ど，一般作業に

実験ホール空

盤変位分布 

04 

関

ト

ル

を

岩

け

測

ュ

m

弾

経

計

要

し

傍

圏

界

ガ

ト

を

囲

に

空
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洞

す

じ

ル

ら

す

3

 

ン

物

構

な

3

a

を

示

示

工

る

手

設

b

活

設

の

あ

て

に

c

周

洞は地下水面下

する対策が必要

じさせないため

ル内の湧水抑制

らの滴水や側壁

する屋囲いの設

3.3 水平坑
水平坑は，メ

ング（DR）な

物のことである

構造物の設計

な対応策につい

3.3.1 水平坑
a) 設計手法 

加速器トンネ

を前提に，水平

示されている。

示す。その中で

工性および供用

ることの重要性

手法の適用に関

設計の適用，③

b) 海外の岩盤
岩盤分類は，

活用され，施工

設計の対象とな

の相違を示した

あたっての岩盤

て，海外で広

に，日本国内で

c) 隔壁 
ML トンネル

周波エリアを機

下に構築され

要となる。実験

めに，周辺ト

制処理が必須課

壁部からの湧水

設置などについ

 

メインリニアッ

どの縦断勾配

る。本ガイド

・施工上の課題

いてまとめてい

の設計 

ネルが山岳地域

平坑の設計にあ

。ILC の地下施

で，経済性や安

用後の保守性

性が強調されて

関して，①標準

③解析的手法の

盤分類との対比
トンネルの支

工費に直接影響

なる岩盤の分類

た上で，国際事

盤分類に関す

く採用されてい

での現行基準と

ルの断面中央部

機能的に分割す

ることから，

験ホール内へ

ンネルにおけ

課題となる。

水については

いても提案され

ック（ML）お

がほぼ水平と

ラインには，

題を抽出する

いる。 

域の花崗岩帯

あたっての基本

施設全体のレイ

安全性，周辺

などを総合的

ている。さら

準設計の適用

の適用，を紹介

比 

支保規模を決定

響することに

類方法につい

事業として IL

る留意事項を示

いる岩盤分類法

との比較をして

部の隔壁は，

するとともに

地下水の湧出

の過度の湧水

る排水処理や

さらに，天井

，実験装置を

れている。 

よびダンピン

なるトンネル

これらのトン

とともに，基

に建設される

本的な設計手

イアウトを図

への影響評価

に勘案して設

に，具体的な

，②類似条件

介している。 

定する指標と

なる。そのた

ての国内外の

C 建設を進め

示している。

法[4]を示すと

ている。 

ビームライン

，遮蔽性をも

図 6:  IL

に対

を生

ホー

部か

保護

ングリ

ル構造

ネル

本的

こと

法が

6 に

，施

計す

設計

での

して

め，

基準

るに

そし

とも

と高

つ重

要な

ジを

壁の

工さ

は，

込む

考慮

の作

工

 

LC 地下施設全体

な区画壁である

を図 7 に，ML

の構造は，現状

されることにな

一般的には，

む施工手順とな

慮すると，この

作業となるため

工程を短縮する

図 7:  

図 8:  ILC

体レイアウト

る。ILC 地下施

L トンネルの断

状案では現場打

なっている。現

型枠を設置し

なる。しかし，

の隔壁工事はト

め，全体工程が

るためには，こ

ILC メインリニ

C メインリニア

施設全体のレイ

断面図を図 8 に

打ちコンクリー

現場打ちコンク

してからコンク

トンネルの形

トンネル掘削が

が長くなる懸念

この隔壁のプレ

 

ニアック(ML)の

 

ック(ML)の標準

50

イアウトイメー

に示す。この隔

ートによって施

クリートの打設

クリートを流し

形状や大きさを

が完了してから

念がある。 

レキャスト化に

の模式図 

準断面 

05 

ー

隔

施

設

し

を

ら

に
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よ

方

ど

d

目

そ

工

を

ル

学

工

が

3

水

る

す

3

a

 

全

し

設

水

い

ズ

れ

b

面

要

間

る

計

設

よる施工法も有

方式と同時に，

ども考慮して慎

d) 防水工およ
漏水や湧水の

目的のために

その構造体を構

工（地下水の

を不透水性の材

ルや鉄道トンネ

学会標準示方書

工を施してもな

が示す対策工に

ILC は全長

30t/min に及ぶ

水を自然勾配で

るが，ML はジ

トのため，特別

する主な課題を

① 排水施設

② 坑内水の

③ 排水溝の

④ 坑外への

⑤ 排水の清

3.3.2 施工 

a) 施工一般 

施工に先立ち

全性を考慮した

している。 

施工中の騒音

設関係諸法規の

水，交通障害な

いて列記してい

ズリおよび湧水

れることについ

b) 測量計画 

ILC 施設は

面に要求される

要である。また

間とレーザース

るために，必要

計画が必須とな

さらに本指針

設にも拘わらず

有力視されるが

，導波管や電源

慎重な検討が必

よび排水溝 

の処理，トンネ

トンネルの掘削

構成すること

トンネルへの漏

材料で処理す

ネルに準じた防

書の「防水工」

なお漏水が発生

により坑内排水

30km に及ぶ

ぶと推定され

で近隣河川に放

ジオイドに平行

別な対応策が求

を列記する。 

の縦断勾配に

導水方式（ポ

断面計画，構

排出方法。 

濁分離方式，

ち，地山条件や

た適切な施工計

音，振動，低周

の遵守ととも

などの抑制，そ

いる。また，想

水に自然由来の

いての特別な留

，設置される

るレベル精度

た，加速器ト

ストレート区間

要な精度を確実

なる。 

針では，トンネ

ず，地上からの

が，ブロック

源ケーブル貫

必要となる。 

ネルの内空の確

削面を被覆す

を覆工という

漏水を防ぐた

る工事）は，

防水工で対応

」[5]が適用で

生する場合に

水へ導水するこ

長大トンネル

ている。現行

放流する計画案

行で，中央部は

求められる。

関する検討。

ンプ方式，自

構造計画。 

沈砂方式。 

や立地条件，周

計画立案の重要

周波空気振動

に，渇水や地表

その他自然環境

想定されてい

の重金属の含有

留意を求めてい

精密機器の関

は非常に厳し

ンネルはジオ

間では，その

実に確保する

ネル延長が 30

のアクセスが最

の分割方法や

通孔などの仕

確保や美観な

る構造体，ま

。覆工背面の

めに，覆工や

一般の道路ト

可能であり，

きる。また，

は，前述の示

ことができる。

で，総排水量

計画では，こ

案が検討され

レーザースト

以下，排水溝

 

然流下方式）。

周辺環境およ

要性について強

などの一般的

表面沈下，汚

境保全策など

る花崗岩地帯

有事例が多く

いる。 

係から，特に

いことに留意

イド面に沿っ

レベル管理が

ために慎重な

0km 以上の長

最大 5km 間隔

組立

様な

どの

たは

防水

躯体

ンネ

土木

防水

方書

。 

量は約

の排

てい

レー

に関

 

び安

強調 

な建

濁排

につ

では

見ら

床版

が必

た区

異な

測量

大施

に限

定さ

点の

設特

c)

IL

や振

障害

特に

然由

ま

慮し

入念

3.3.

 ダ

で構

の標

施工

だし

には

が複

3.3.

本

とし

施工

ての

岳ト

は巻

術情

される厳しい制

の配置や地下基

特有の測量上の

環境保全・安
LC 施設は，閑

振動，粉塵，渇

害などの自然環

に，大量に発生

由来の有害物質

また，地下部か

し，工事中の粉

念に行うことが

3 その他（ダ
ダンピングリン

構成するレース

標準断面はML

工計画にあたっ

し方法を検討す

は，ML からの

複雑に交差する

4 TBM 

本ガイドライン

して一般に検討

工性，安全性，

の解説をしてい

トンネル工法を

巻末資料として

情報を添付して

制約条件に留意

基準点への引照

の配慮を求めて

安全衛生 

閑静な山岳地域

渇水，汚濁排水

環境の保全対策

生する掘削ズリ

質について十分

から地上への換

粉塵処理や換気

が求められてい

ダンピングリン
ングは，図 9 に

ストラック形の

Lに比べ小さな

っては断面規模

する必要性に言

の入出射トンネ

るため特に入念

ンでは，山岳ト

討される TBM

地山の補強な

いる。しかし，

を前提に計画さ

て TBM 関係の

ている。   

図 9: 中央部・

意すること，お

照精度の確保な

ている。 

域での施工とな

水および工事車

策を入念に行う

リの処理，湧水

分に留意する必

換気距離が長く

気設備などの作

いる。 

ング） 

に示すとおり直

の平面形状であ

断面が計画さ

模に適応した掘

言及している。

ネルやアクセス

念な施工計画を

トンネル工法の

M 工法について

などの特性やメ

ILC 施設にお

されていること

の計画・調査

      

 
DR レイアウト
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および坑外基準

など，加速器施

なるため，騒音

車両による交通

う必要がある。

水対策および自

必要がある。

くなることを考

作業環境対策も

直線部と曲線部

ある。トンネル

れているため，

掘削計画やズリ

また，DR 部

ストンネルなど

を要する。 

の選択肢の 1 つ

ても，その急速

メリットについ

おいては既に山

とから，本編で

・施工などの技

 

ト 

06 

準

施

音

通

。

自

考

も

部

ル

リ

部

ど

つ

速

い

山

で

技
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3.4 特殊坑 

 特殊坑とは，主として地上と地下を結ぶ斜坑（トンネル）

と立坑を示すが，本ガイドラインでは，換気孔や測量坑お

よびトンネルの会接合部や空洞との接続部などの特殊断面

部も含め特殊坑として扱っている。 

3.4.1 斜坑の設計・施工 

 本ガイドラインには，加速器用，実験ホール用を合わせ

て合計10本の斜坑の設計に関して基本的な考え方を示して

いる。特に，ILC 施設は，大きさの違う様々なトンネルと

空洞が複雑に交差あるいは接続しているのが特徴となって

いる。そこで，交差部や接続部の設計に当たっての留意事

項として以下の 5 項目が指摘されている。 

① 交差部における地山の応力集中に対する配慮。 

② 交差部や接続部の補強方法と補強領域の検討。 

③ 交差部や接続部の支保工や覆工の設計。 

④ 交差部や接続部の事前補強の重要性。 

⑤ 交差部や接続部の施工中の応力計測の実施。 

基本計画にあたっては，平面線形上は出来る限り直線が

望ましいとした上で，曲線部については施工機械や実験機

器の搬送に必要な線形の確保についての留意を求めている。

縦断勾配については，機器の搬送機能に対応した勾配を例

示している。 

 また，施工時の環境対策として，過去の事例を基にして，

発破による騒音・振動，交通障害，重金属の溶出や工事排

水による河川汚濁，渇水や地盤沈下および薬液注入による

地下水汚染などを紹介し，それぞれの環境対策における課

題を説明している。さらに，完成後の河川や井戸の枯渇，

地山の緩みや地表面陥没などへの留意点を示している。 

3.4.2 立坑の設計・施工 

 立坑は，人員の入出坑，資機材の搬出入，換気および施

工時のズリ搬出などに活用される。ここでは，国内での事

例紹介とともに，空洞安定性の観点からの断面計画や支保

部材の設計，耐震設計上の留意点などを紹介している。 

3.4.3 交差部・接続部 

トンネルが相互に接続する箇所を交差部，トンネルと空

洞が接続する箇所を接続部として，設計と施工についての

基本方針を解説している(図 10)。 

設計にあたっては，交差角度や地山の応力状態に応じた

補強が必要であり，次のような部位については覆工を補強

する必要がある。①極端に悪い地質に遭遇，②耐震性能が

必要，③大断面および扁平な断面，④掘削前後に変位挙動

が発生，⑤多量の湧水に遭遇。 

3.4.4 支保工の設計・施工 

交差部や接続部の補強工（トンネル掘削に際し，不安定

化しやすい切羽面および切羽周辺地山の安定を図る手段）

は，地山の状況や特殊部の規模などにより適正な選定が求

められる。トンネル構造の安定，補強のための支保部材選

定も重要な要素となる。 

3.5 防災 

 ILC 施設は，従来の加速器と比較して設置深度が深い，

岩盤内に設置，長大規模などの特徴を有する。そのため，

防災計画の理念として，下記の考え方を基本としている。 

① 「大深度地下の公共的使用における安全確保に係わる指

針」[6]の考え方を準用。 

② 道路トンネル，鉄道トンネルなどの防災指針を活用。 

③ 国内外の既存加速器の防災に関する考え方を活用。 

3.5.1 火災 

一般に，トンネルなどの地下空間での防災対策では，火

災を最大のリスクとして取り上げている。大深度で大規模

な地下構造物を主体とする ILC においても，火災発生の抑

止対策は防災上の最重要課題である。また，本検討では万

が一の火災発生に備えた防災計画として，ケーブル火災に

よる火災荷重 2200MJ/m を想定し必要な対策を検討してい

る。火災荷重とは，ある空間内に保持されている可燃性材

料の潜在的発燃量のことで，防災設計では個々の施設で想

定される可燃物の量を基に適正な火災荷重を仮定した上で

必要な対策が検討される。 

防災計画の基本方針として，火災の早期発見および初期

消火のための設備計画を重視すること，および火災発生の

際の火煙の流れが避難方向と同じであることに留意し，防

火・防煙区画による延焼防止策を図ると同時に，避難路の

冗長性確保を必須要件としている。 

3.5.2 浸水 

洪水などに伴って発生する ILC の地下施設への浸水は，

入坑者の安全を脅かすと同時に，実験機器に重大な損失を

招く恐れがある。設計段階において厳密な浸水対策を講じ

図 10 接続部・交差部 
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るとともに，有事に備えた避難誘導設備や防災情報システ

ムの構築が求められている。さらに，長時間の停電を想定

した排水設備や非常電源設備の整備が必須となる。 

3.5.3 停電 

地下空間では，避難・防災設備を含むすべての活動が電

力の供給によって機能していることから，非常時の電源喪

失は危機的な重大災害に至ることが想定される。ガイドラ

インでは，冗長性のある電力供給システムの構築と共に，

電力供給側の事故をも想定した上で十分な容量と性能を持

つ非常用電源装置の整備の重要性について言及している。 

3.5.4 地震その他 

一般に地下施設においては，地上施設に比べて地震動に

よる影響が少ないことが知られている。しかし，地下構造

物の特性から，防災設備とともに電力供給ラインや給排気

設備の機能低下を防止する対策が強く求められる。また，

ILC 施設内では大量のヘリウム使用が想定されている。密

閉空間でのヘリウムリーク事故は，人的被害をうける怖れ

があることから，過去に発生したヘリウムガス漏洩事故の

詳細な検証を行い，万全の防災設計を図る必要性がある。 

4 おわりに 
 主として地上に建設される建築物は，規模の大小にかか

わらず「建築基準法」に従って設計・施工することが義務

付けられている。これに対し，地下構造物を主とする土木

工作物については，規模の大小にかかわらず同様の規制法

は存在しない。従って，道路・鉄道・トンネル・橋梁など

の社会基盤施設をはじめ，港湾やȀム，地下発電所などを

含む大規模な土木構造物は公共事業として建設されること

が多く，事業者や企業体自らの責任において設計し建設さ

れているのが一般的である。ILC 施設の建設プロジェクト

に関しても，同様の手続きになる可能性が高いと見込まれ

ている。 

このため，このガイドラインは，ILC 施設の建設プロジェ

クトにおいて，計画段階ではナビゲーǿとしての役割を担

うとともに，実施段階においては設計および施工管理のた

めの基本的指針としての活用が想定されている。 

なお，本ガイドラインは，土木学会が多岐の専門分野に

わたる研究者や技術者を結集し 4 年の歳月をかけて策定し

たものである。土木学会に敬意を表するとともに，執筆さ

れた委員各位，並びに編集に当たり貴重な助言をいただい

た多くの皆さまに，あらためて感謝申し上げます。 
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